
持続可能な社会づくりにおいて地域共創の重要性が増している。地域は、多くの厄介な問題に直面する中、主体的か
つ自立的に価値を創出し、それらを連鎖させていく必要がある。しかし、そうした取り組みを促す実用的な枠組みや
ツールの開発に関する研究が不十分である。そこで、本論では、先行的に研究蓄積が進んでいるコレクティブ・インパ
クトの枠組みを基盤に社会的インパクト評価、地域資本に関する文献のナラティブレビューを行い、地域共創による価
値連鎖メカニズムを分析する理論的な枠組みを提案した。コレクティブ・インパクトの要素のうち、特に、共通のア
ジェンダ、共有された測定システムについて、社会的インパクト評価の知見の応用の重要性を指摘した。そして、地域
の知見と経験を顕在化させるデザイン思考と俯瞰的に全体と要素の関係を説明するシステム思考の両面から価値連鎖を
分析する必要性を述べた。また、要素間の関係を分析する枠組みとして地域資本のコンセプトを導入する意義を論じ
た。これらのコンセプトの統合的に論じることで、コレクティブ・インパクトの枠組みを補強することができ、研究展
開の方向性を示すことができた。一方、地域共創による価値連鎖を促すメカニズムの分析や実践的に用いるためには、
社会的インパクト評価の実践的な活用にむけた課題、地域資本の要素の抽出と分析手法の開発といった課題が残る。
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Community co-creation is increasingly important to the building of sustainable societies. Communities need to proactively 
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持続可能な社会づくりにおいて地域共創の重要性が増している。地域は、多くの厄介な問題に直面する

中、主体的かつ自立的に価値を創出し、それらを連鎖させていく必要がある。しかし、そうした取り組み

を促す実用的な枠組みやツールの開発に関する研究が不十分である。そこで、本論では、先行的に研究蓄

積が進んでいるコレクティブ・インパクトの枠組みを基盤に社会的インパクト評価、地域資本に関する文

献のナラティブレビューを行い、地域共創による価値連鎖メカニズムを分析する理論的な枠組みを提案し

た。コレクティブ・インパクトの要素のうち、特に、共通のアジェンダ、共有された測定システムについ

て、社会的インパクト評価の知見の応用の重要性を指摘した。そして、地域の知見と経験を顕在化させる

デザイン思考と俯瞰的に全体と要素の関係を説明するシステム思考の両面から価値連鎖を分析する必要性

を述べた。また、要素間の関係を分析する枠組みとして地域資本のコンセプトを導入する意義を論じた。

これらのコンセプトの統合的に論じることで、コレクティブ・インパクトの枠組みを補強することができ、

研究展開の方向性を示すことができた。一方、地域共創による価値連鎖を促すメカニズムの分析や実践的

に用いるためには、社会的インパクト評価の実践的な活用にむけた課題、地域資本の要素の抽出と分析手

法の開発といった課題が残る。

     Key Words : Collective Impact, Social Impact Assessment, The Theory of Change, Community Capital 

1.はじめに

地域循環共生圏、ローカル SDGｓ、脱炭素先行地域に代表されるように持続可能な社会づくりにおいて地域スケー

ルでの「政策や事業 1」の重要性が増している。地域は、人口減少と少子高齢化の進行、地域産業の衰退、コミュニテ

ィの空洞化、景観の荒廃、文化継承の希薄化といったローカルな課題に加え、気候変動、生物多様性の喪失といった

グローバルな課題に同時に直面している。これまで、地域の社会的課題を解決する主体として、伝統的には公共セク

ター、特に国内の環境政策では行政の課題ととらえられ、実施に当たっては、行政が主体となり企業との連携のもと

で解決してきた(1)。公共セクターによる地域の課題解決は一定の成果があったものの、1970 代ごろには、限界が指摘さ

れるようになった(2)。半世紀たった今では、地域の社会的課題は、複雑性、不確実性があり、価値対立を含む厄介な問

題（wicked problems）(3)が増加しており、公共セクター中心の「政策や事業」による解決策は十分に機能しなくなりつつ

ある(4)。 

1 評価論を体系的に論じたWeiss,(1998)は、評価対象となる事象を”policy and program”としており、日本語訳では「プログラムや政策 」と

表現することが多い。一方、実務的なロジックモデルでは、活動（activity）と記述することが多い。本論では、公共・民間セクターの

協働を意図することから「政策や事業」と表現することとする。
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加えて、地域の特性は多様であり、大都市、地方中核都市、郊外地域、中山間地域でも状況は異なるため、一律の

処方箋があるわけではない。そのため、多様な地域特性の中で、生活の基盤を置く住民が主体となり、地域に課題解

決策を定着（ローカライズ）(5)させる住民参加型のアプローチの重要性が増してきている(6-8)。このアプローチは、地域

の中に経験的に内在している課題を顕在化させ、解決策に導く有効な方法論である。中でも、実際に地域を利活用し

ているステークホルダーの知見と経験を活かすデザイン思考(9)2の有効性が指摘されている(10)。一方で、地域の知見と経

験のみで、厄介な課題を解決するは困難である。そのため、専門的な解決策を提示しうる公共セクター、事業者、非

営利団体、研究者、コーディネーターが必要になる。Jarmo Vakkuri,Jan-Erik Johanson（2021）(11)が指摘するように、公共政

策と民間セクターの事業や市民の活動は、それぞれ役割があり、切り離すことはできず、両セクターのハイブリッド

な協働が欠かせない。このように、両セクターの多様な主体による共創的アプローチ（以下、地域共創）の重要性が

増してきており、その実践や学術的な報告が多数なされている(12-16)。ただし、地域ガバナンスの視点からは、実用的な

枠組みの研究やツールの開発はまだ緒についたところであり、脱炭素化など急速な変革が求めれる状況下で、今後の

研究の進展が求められている(13, 17, 18)。 
そのような中でも、いくつかの理論的な枠組みが提起されている。2011年には、地域共創の成功要因を提示したコレ

クティブ・インパクト 3(19)は、多くの分野に影響を与えてきた。コレクティブ・インパクトは、「特定の社会課題を解決

するための共通アジェンダに、多様なセクターの重要な主体によるコミットメント」と定義され、「1. 共通のアジェン

ダ」、「2.共有された評価システム」、「3. 活動の相互強化」、「4. 継続的なコミュニケーション」、「5. “バックボーン”組織」

の5つの成功要因を提示している。公共セクター、企業、非営利団体、住民が「入念に設計された協働プロセス」を経

て、「共通の目標・アジェンダ」に向かうことの有効性が提起されており、国内での分析事例も報告されている(20)。 
 公共、民間セクターの協働の際、参画者は、各々の組織およびそのステークホルダーに説明する必要があるため、「2.
共有された評価システム」を有効に機能することが課題になる。その点を補うため、コレクティブ・インパクトと類

似した文脈の中で発展した評価手法である社会的インパクト評価の研究・実践の蓄積を活用する意義は大きい(21)。社会

的インパクト評価は、「事業の結果として創出された社会的インパクトを定性的／定量的に識別・測定し，価値判断を

加えること（国際開発機構（2015））」などの定義があり、公共・民間セクターが連携した「政策や事業」に応用されて

きている。この方法論は、「政策や事業」に投入したインプットに対して、短期的なアウトプットのみならず、短中長

期のアウトカムを念頭に置くことが重要視されている。そして、これらの相互作用をステークホルダーが参画型で価

値連鎖をロジックモデルとして可視化する(22)。コレクティブ・インパクトの枠組みと同様に、協働が重要となり、参加

型で評価・改善していく道筋を示す特徴(23)を有する。その際、地域の多様な立場の方々の知識や経験を活かした評価・

改善が重要である。 
一方、社会的インパクト評価は、参加型の特徴を持つがゆえに、ロジックモデルの作成時の主観性と恣意性(24)を排

除できず、指標の選定の困難さ(25)をもつという課題をもつ。また、ロジックモデルの相互作用は、デザイン思考を用い

た参加型のアプローチで抽出された要素を因果関係をとして記述するが、それぞれの要素は必ずしも同じディメンジ

ョン（特性・次元）のものではなく、要素の関係性を取り扱うことは実質的に困難である。加えて、その要素間の関

係は、シンプルな因果関係にならないとの指摘もなされており、システム思考 4による変化の理論を踏まえた枠組み(26)

が必要になる。よって、ロジックモデルの策定にあたって、要素を統合することで、汎用性、客観性を高めた形での

評価手法を検討する必要がある。 
さらに、社会的インパクト評価は、個別の「政策や事業」に関する時系列でのPDCAを回すことは可能だが、複数の

「政策や事業」の価値連鎖を取り扱うことは意図していない。そのため、地域共創を目指す際に、より大きな枠組み

であるコレクティブ・インパクトとの連動することで手法の拡張が期待できる。そして、地域にどの要素があり、各

主体がどのように価値を創出、連鎖させていくかは、地域の限られた資源・リソースを把握し、価値連鎖を意図した

ガバナンスが重要になる。これら課題に対し、地域における潜在・顕在する資本（以下、地域資本）に着目すること

で、要素のディメンジョン（特性・次元）を統合し、なおかつ個別の「政策や事業」とそこからの価値連鎖を同時に

扱うことを可能にする新たな枠組みが必要になる。 

 
2 デザイン思考は、初めから解決策を提示するのはなく、地域が抱える社会的な課題に対し、「理解」、「共感」、「新しいアイディアの

創出」、「検証と反復」を繰り返し、解決策へと導くプロセスを特徴とする。 
3 コレクティブ・インパクトは、集合的インパクトと、訳すこともある。複数の組織や団体が協力して取り組む際に、同じ目標に向

かってそれぞれの資源を投資し、成果を得ていく参加型・協働型のアプローチである。 
4 システム思考は、社会的課題に対し、俯瞰的に状況を把握し、個別の最適解ではなく、全体システムへの影響を踏まえた解を導き

出すことを特徴とする。 



 

3 
 

そこで、本論は、研究蓄積が進んでいるコレクティブ・インパクトの枠組みを基盤に社会的インパクト評価、地域

資本に関する文献のナラティブレビューを行い、地域共創による価値連鎖メカニズムを分析する理論的な枠組みを提

案することを目的とする。 
 
 
2. コレクティブ・インパクト論と各理論との関係 
 
 地域の厄介な問題に対して、多様なセクターの関係者が、協働で取組む新たな枠組みとして、コレクティブ・イン

パクトが 2011 年に提唱された(19)。これは、非営利団体ストライブのガバナンスのもと、アメリカ・シンシナティ広域

都市圏における教育改善にむけて財団のトップ、自治体担当者、学区代表、複数大学のコミュニティ・カレッジ学長、

数百の NPO リーダーらを中心とした教育改革プロセスの実証分析(19)から提唱された。そして、この教育改革プロセス

は、アメリカの他地域へも同様のプロセスが普及していき注目を集めることとなった。コレクティブ・インパクトは、

「特定の社会課題を解決するための共通アジェンダに、多様なセクターの重要な主体によるコミットメント(19)」と定

義され、「1. 共通のアジェンダ」、「2.共有された評価システム」、「3.活動の相互強化」、「4. 継続的なコミュニケーショ

ン」、「5. “バックボーン”組織」の 5 つの成功要因を提示し、それに基づき地域共創を促す枠組みである。その内容を表 

1に整理する。 
2011 年に提起されたコレクティブ・インパクトは、その後、自然発生的にこのコンセプトを用いた実践的な取組が

展開し、実例が蓄積していった(27, 28)。そして、その過程で、長所と課題が提起され、議論が深化していった。例えば、

2016 年には、カバジ、ウィーバー（2016）は、コンセプトの重要性を確認したうえで、理論の深化と改善の必要性を

論じている。その趣旨は、コレクティブ・インパクトがマネジメント型のリーダーシップであり、参加が限定的であ

る点を挙げている。その代替的なコンセプトとして、ムーブメント型のリーダーシップへのシフトを提起し、コレク

ティブ・インパクトの 5つの要素を「コレクティブ・インパクト 3.05」としてアップデートする方策が論じられている。

ただし、カバジ、ウィーバー（2016）(29)は、あくまで 5つの要素は「概ね正しい」と評価しており、コレクティブ・イ

ンパクトの骨格を踏襲している。その後もコレクティブ・インパクトを用いた事例研究のレビュー(27)等が進み、それぞ

れの条件の具体的な活動やその中での課題が指摘されてきている。中でも、Wolf(2016) (30)は、より批判的な立場からコ

レクティブ・インパクトの課題を論じている。具体的には、コレクティブ・インパクトのコンセプト、特に、「1. 共通

のアジェンダ」、「2.共有された評価システム」は、トップダウン型になる傾向がある点、政策変化やシステムの変革を

明示的に扱わない点、複数セクターの協働では 5 つのシンプルな要素に単純化できないなど 10 個の疑問(30)を指摘して

いる。 
こうした実践的、学術的な議論を踏まえ、Kania (2022)は、コレクティブ・インパクトの公平性（equity）を中心に置

く点で改善が必要との論文を発表し、枠組みの再定義を試みている。Kania（2011）のコンセプトは、必ずしも成功を

約束する硬直（リギッド）したものではなく、それぞれのコミュニティや課題設定によって調整されるものだとして

いる。そして、これまでの実践、研究による知見を踏まえて、公平性を中心に据えることの重要性を認識し、そのた

めの戦略を提示している。同じく5つを示しているが、これまでの成功要因をそれぞれ再定義するわけではなく、公平

性を中心に据えることで、よりコミュニティの文脈に応じたコレクティブ・インパクトの活用へのポイントを提示し

ている。Kania（2011）時点では、複数組織、多主体の協働が、それまでの参加型アプローチでは、必ずしもうまくい

っていないとの課題意識があり、まずはコアとなるステークホルダーと活動の協働に力点を置くことで、5 つの成功要

因を導き出した。一方で、コアとなるステークホルダー以外の参画について、より草の根的、ボトムアップ型のコミ

ュニティの参加と協働を促す点では、5 つの成功要因では不十分との認識を示し、公平性の視点から補強されたといえ

る。これまでの発展の経緯を表 2に整理する。本論では、Kania (2011）の枠組みを基盤に、「コレクティブ・インパク

ト3.0」および「公平性を中心に据えたコレクティブ・インパクト」の知見を補完的に活用するとする。 
日本でのコレクティブ・インパクトの基礎および実践事例研究は、佐々木ら(2021) (20)においてまとめられている。な

かでも、国内の推進派と消極派の論点の整理(20)の図表 3-1 (pp.35)は、課題と発展可能性を論じるために重要な示唆を得

られる。第一に、コレクティブ・インパクトは、ソーシャルインパクトボンド（SIB）やパブリック・プライベート・

 
5 2011年の論文で発表されたコレクティブ・インパクトを1.0とし、その後、5年間の実践とそれに基づく研究報告を2.0としてい

る。それらを踏まえたアップデートを意図し、コレクティブ・インパクトの国際会議において「コレクティブ・インパクト3.0」が提

唱された。 
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パートナーシップ（PPP）のような公民連携の方法論としての期待がある。一方、トップダウン型になる懸念と”バック

ボーン“組織の未成熟さが課題として指摘される。また、民間セクターでの企業の共有価値の創造（CSV）戦略やNPO
セクターの強化への期待が大きいが、客観的なデータによる評価に重点が置かれすぎる場合があり、適正に運営する

際の困難さが指摘されている。これらの論点は、社会的インパクト評価の期待と課題とほぼ重なる。よって、コレク

ティブ・インパクトの研究群の知見に加え、社会的インパクト評価の理論的、実践的な研究をレビューすることで、

これらの課題への対応を論じる意義はある。 
佐々木ら(2021) (20) 図表 3-1 (pp.35)は、コレクティブ・インパクトが地域活性化、東日本大震災以後の復興目的への取組

みに役立っているとの認識を示している。さらに、ステークホルダー間でのコレクティブ・インパクトに対する認識

の違いやギャップが生まれる課題を整理している。そして、協働が深化するという見方と、協働とコレクティブ・イ

ンパクトの違いについて理解されておらず、かえって混乱する懸念をまとめている。これらは、「3.活動の相互強化」、

「4. 継続的なコミュニケーション」、「5. “バックボーン”組織」の機能が不十分であったり、形骸化したりすることに起

因するといえる。これは、「1. 共通のアジェンダ」の設定から、「2.共有された評価システム」の構築とも密接にかかわ

っている。つまり、長期にわたる課題に対して求心力をもつアジェンダの設定には、コアなステークホルダーが、公

平なリーダーシップを持ち、コミュニティの文脈による柔軟性と参画する感覚を醸成することに成功するかによって

くる。また、評価システムの形骸化は、国内外問わず発生する。評価システムは、ステークホルダー間での理解の発

展を促すことにつながるかが、ポイントとなる。これは、社会的インパクト評価における短期的なアウトカムによる

進捗共有と長期的なアウトカムへの貢献の理解と可視化との両立が困難という課題と同様といえる。 
「公平性を中心に据えたコレクティブ・インパクト(31)」の「戦略1. データと文脈（コンテキスト）の基盤を築き、解

決を目指す」は、二つのポイントを示している。一つは、システム思考による客観的なデータと解析、もう一つは、

デザイン思考によるコミュニティの文脈（コンテキスト）の理解を基盤にすることで、解決策を検討することが論じ

られている。社会的インパクト評価におけるロジックモデルの作成は、まさにこの戦略に基づくことが重要である。

ここで、客観データと主観的な文脈のギャップを緩和し、コミュニティレベルでの要素抽出、評価を統合し、共通理

解を深める方法が必要となる。Kania(2022)は、適切なデータと文脈（コンテキスト）は、用語、歴史、データ、個人

的なストーリーの新たな理解と共有を促すとしている。データと文脈（コンテキスト）は、地域の状態を計測するだ

けでなく、多面的な側面からステークホルダー間で慎重に発展させていく(31)ものといえる。その際、地域のコミュニテ

ィのディメンジョン（特性・次元）を統一し、要素の関係性を整理することは、有用といえる。地域資本の研究蓄積

は、多面的な側面から地域コミュニティを分析することができるため、この点を補完できる。よって、客観データと

主観的な文脈の基盤づくりのため、地域資本に関するレビューを行い、要素の抽出、評価にむけた知見を整理するこ

とで、課題に対応できる可能性がある。 
以上を受け、本論の記述の構造を図 1 に示す。本章でコレクティブ・インパクトのレビューを通じた期待と課題を

整理しそれを補完するうえでの社会的インパクト評価、地域資本の役割を論じた。次章以降にそれぞれの分野のレビ

ューを行い、地域共創による価値連鎖メカニズムの分析にむけた知見を論じる。 
 
 

表1コレクティブ・インパクトの概要 （Kania(2011)をもとに作成） 
成功要因 概要 
「1. 共通のアジェンダ」  
 

参加者全員が、課題に対する共通の理解や、合意された行動を通じて課題を解

決するための協働アプローチなど、変化に対するビジョンを共有していること  
「2.共有された評価システ

ム」 
参加者全員が一貫してデータを収集し、結果を測定することで、取り組みの一

貫性を保ち、参加者が互いに責任を負うようにすること  
「3.活動の相互強化」 
 

参加者の活動が、相互に補強し合う行動計画によって調整されつつも、差別化

されていなければならないこと  
「4. 継続的なコミュニケーシ

ョン」 
信頼関係を築き、相互の目標を確認し、共通の動機を生み出すには、多くの参

加者間で一貫したオープンなコミュニケーションが必要であること  
「5. “バックボーン”組織」 コレクティブ・インパクトを生み出し、管理するには、事業全体の基幹（バッ

クボーン）として機能し、参加する組織や機関を調整するスタッフと特定のス

キルを持つ別の組織が必要であること  
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表2 コレクティブ・インパクトに関する議論の経緯 
 初期のコレクティブ・インパ

クトの中核要素 
コレクティブ・インパクト

3.0の中核要素 
公平を中心に据えたコレクティブ・イ

ンパクトの戦略 
定義 「特定の社会的課題を解決す

るための共通アジェンダに、

多様なセクターの重要なアク

ターによるコミットメント」 

＊明確に定義していない

が、初期のコレクティブ・

インパクトが「マネジメン

ト型」であるのに対し、

「ムーブメント型」の重要

性を指摘している。 

「共に学び続け、個人とシステムレベ

ルの変革を達成する行動を統合的に実

施していくコミュニティメンバー、組

織と制度のネットワーク」 

第1要素 1. 共通のアジェンダ 1. コミュニティの願い 1. データと文脈の基盤を築き、解

決を目指す 
2. パラダイム、サービスに加え

て、システム変化に注力する 
3. 協働に注力する 
4. コミュニティに耳を傾け、とも

に行動する 
5. 公平なリーダーシップと説明責

任を築く 

第2要素 2. 共有された評価システ

ム 
2. 戦略的学習 

第3要素 6. 相互の活動の強化 3. 効果が最大になる活動

の組み合わせ 
第4要素 4. 継続的なコミュニケー

ション 
4. すべての関係者の参画 

第5要素 5. “バックボーン”チー

ム 
5. 変革プロセスを支える

環境・仕組み 
 
 

 
図 １：各理論の関係と本論の構造 

 
 
3. 社会的インパクト評価の理論と実践 
 
（１） 社会的インパクト評価の発展 
社会的インパクト評価は、特に公共セクターにおける「政策や事業」を対象とした費用対効果の算定の文脈で発展

してきた。具体的には、国際開発支援、教育・公衆衛生の向上といった公的な「事業と政策」が主であるが、近年は

社会的インパクト投資などに発展し、企業セクターもこの概念を取り入れつつある。費用対効果の評価手法は、当初、

公共財・サービスの要素のある事業から派生し、企業の社会的責任（CSR）の萌芽期以降は、民間セクターが民間セク

ターの基金、助成金の活用へと応用してきた。さらに、国際開発の文脈で、国連などの国際組織が大きな役割を果た

すとともに、寄付による事業実施が大きな役割を果たしてきた(32)。こうした流れの中、地域の社会課題の解決に対し、

実施事業の効果を定量的、定性的に評価したうえで、資金の配分をもとめる動きが活発化している。 
費用対効果は、プロジェクトや政策が実施された場合（with ケースまたは As Is ケース）と実施されなかった場合

（without ケースまたは To Be ケース）について、費用＝インプットした費用に対して、得られた効果＝アウトプットを

算定し、その差分（B－C）あるいは比率（B／C）を計算し、事業実施判断や優先順位を明確にする手法である。この

手法は、主に公共事業や国際開発の計画で実用化された。旧来の「政策や事業」は、実施することがアウトプットと

1. 共通のアジェンダ
2. 共有された評価システム
3. 相互の活動の強化
4. 継続的なコミュニケーション
5. “バックボーン”チーム

第2章：コレクティブインパクトと各理論の関係

第3章：
社会的インパクト

評価

デザイン思考

第4章：
地域資本

ロジックモデル
変化の理論

システム思考

コレクティブインパクト
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捉えられ、その結果、どのような結果、成果があったのか、それが経済性、効率性、有効性の観点から検証されるこ

とが少なかった(32)。イギリスを中心にしたニュー・パブリック・マネジメント（NPM）は、それらを補完すべく

PDCAサイクルとあわせて評価手法の発展を後押ししてきた。 
社会的インパクトという概念は、そうした動きの中で注目を集めてきた。これは、「事業の活動結果を原因として，

受益者を含むステークホルダーに対して生み出された変化（国際開発機構（2015））」と定義される 6。ここで「変化」

というワードには、事業の活動の前後に起きた差分が含意されている。そのため、事業の活動にかかわるステークホ

ルダーが着目する差分をあらかじめ定めておく必要がある。 
そこで、必要になるのが、「評価」である。Weiss(1997) (34)は、評価を「プログラムや政策の改善に寄与する手段として、

その実施やアウトカムに関して一連の明示的あるいは非明示的な基準との比較による体系的なアセスメント」と定義

している。この考えに則ると、社会的インパクトとは、実施やアウトカムの変化に相当し、基準と比較してアセスメ

ントすることの重要性が示唆される。現在では、より実践的な定義として社会的インパクト評価は、「事業の結果とし

て創出された社会的インパクトを定性的／定量的に識別・測定し，価値判断を加えること（国際開発機構（2015））」と

されている。ここで、価値判断を加えるには、その判断をする集団の範囲、つまりステークホルダーを特定し、一定

の合意を得る必要がある点が、従来の費用対効果との大きな違いであり、手法としての新規的な側面がある。社会的

インパクト評価は、評価を通じて「政策や事業」の改善することを目指すもので、塚本（2020）(35)の整理に寄れば、ス

テークホルダー参加型アプローチである点、アウトカム志向である点、ステークホルダー間コミュニケーション促進

が特徴と整理されている。 
次に、いかに社会的インパクト評価を具体的なプログラムや政策に適用するか、が課題となる。以下の説明は、M.J.

エプスタイン，C.ユーザス(2015) (36)に依拠する。まず「政策や事業」の中で、社会的インパクトと結びつくモデルを明

確にする必要性を指摘する。この際にインプットとする資本を「社会的投資」とし、「時間や専門知識、物理的資産、

ネットワーク、評判、その他の貴重なリソースの活用も社会的投資に含まれる。寄付や融資、社会的リターンを期待

する投資などの形をとる。資金やそのほかのリソースを寄付または投資した者を、投資家と呼ぶ (36), pp.56」と定義して

いる(37)。その意味で、参画者は、ステークホルダー全般ともとらえることができる。 
そのうえで、社会的投資に見合う、評価が得られているかを測定する方法論を検討し、具体的な測定手法を選定し

て分析する流れを整理している。測定方法とは、「政策や事業」の選定、期間中のモニタリング、プロジェクト完了後

の評価、組織としてのインパクトの総合的評価\を加味していくことにあたる。「社会的インパクトの測定」は、投資が

社会的インパクトを生んでいるのかどうかを確かめる唯一の方法であり、インパクトの重要性を決定づける(36)。 
社会的インパクト評価による測定は、その特徴上、恣意性、主観性を排除することは難しいものの、特定の「政策

や事業」においては、説明責任も含めて機能しうる可能性がある。一方、第 2章のコレクティブ・インパクトへの応用

を検討する場合、出来るだけ測定可能な指標を用いて、その課題を緩和する必要がある 
 
（２）ロジックモデルを用いた社会的インパクト評価の課題 
 社会的インパクト評価を実施する際に欠かせないのが、ロジックモデルの策定である。その概要図を図2に示す。ロ

ジックモデルは社会的課題を抱えた主体がインプットに対して、成果（アウトプット）にとどまらず、課題解決、つ

まりアウトカムに向かっているかを論理的に示すものである。M.J.エプスタイン，C.ユーザス(2015)によると「リソース

の投資から、事業のアウトカムが発現するまでの論理的過程（あるいは因果関係）を図表として可視化したもの」と

定義したもので、ステップ 1：関連する情報の収集、ステップ２：事業が解決する課題その文脈を明確に定義する、ス

テップ３：課題の要素を定義し、表で可視化する（初期の意味付け）、ステップ４：課題の変化の理論を明らかにしモ

デル化する、ステップ５：ステークホルダーと課題のロジックを検証するという5つのステップを踏むとされる。ロジ

ックモデルは可視性が高く、ステークホルダーの理解が得やすいため、普及が進んでいる。 
 ロジックモデル自体の理論的な発展は、古く1970年代に端を発し(38)の書籍が基盤となったとされる。これは、公共セ

クターの投資パフォーマンスを評価することを目的としており、費用対効果分析と並行して発展していったものであ

る。インプット、アクティビティ、アウトプット、アウトカムのフローを因果関係で整理し、ステークホルダーが大

切にするアウトカムを限られた資源の中で効率的に配分でき、かつそれを同じフローで説明できる。その特徴は、塚

本（2020）(35)にて、Nichollas,(2012) (39)を引用部分によると、ステークホルダーの関与、何が変化したのかを理解、重要な

 
6 もともと社会的インパクト理論は、個人と他者との関係性を分析する心理学の分野で発展した33. Latané B. The psychology of social 
impact. American psychologist. 1981;36(4):343.が、本論の文脈では評価論の中で発展した概念を取り扱っている。 
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事柄を価値づけ、重要なもの（アウトカム）のみを含める、過大推計を避ける、透明性を重視、結果の証拠を提出す

る点になる。その利点が、公共セクター、民間セクター、市民セクターともにステークホルダーと協働で事業を展開

する際の強力なツールとなっている。 
一方、課題もある。第一に、ステークホルダーのうち、特に資金面の投資を行う主体にとっては、評価時に金銭価

値への換算を求めるが、その客観性、妥当性の検証は難しい。また、公共セクターでもエビデンスに基づく政策立案

（EBPM）が求められている。そこでも公的な資金提供の説明責任の材料として客観的な妥当性を確認する重要度を増

している。特に、社会的な課題に対する「政策や事業」は、金銭換算の難しい社会的、環境的指標が含まれることが

多い。そのため、仮想的市場評価法（CVM）によりステークホルダーがもつ社会的価値を顕在化させたり、代替指標

を探索したりしていくことになるが、そこに客観性、妥当性を求めること自体に困難さを伴う(40)との指摘がある。 
第二に、長期的なアウトカムを念頭に置く場合、社会的割引率の設定により、評価結果が異なる点も留意が必要で

ある。資本の機会費用に基づき、将来のリスクと機会を踏まえて適宜設定することが必要であるが、実質的には、長

期リスクの少ない国債の実質利回りを用いることが多い(35)とされる。その他にも、測定されるアウトカムが対象とする

「政策や事業」による結果を特定することが難しい（「反事実（counterfactual）」、「死荷重（deadweight）」の課題）。対象と

する「政策や事業」によって、それに参加していないステークホルダーや地域のアウトカムを置換してしまう可能性

もある（「置換効果（displacement）」の課題）。さらに、他の組織や要因によってアウトカムが変化した場合、対象「政

策や事業」がどの程度寄与したかを設定する必要がある（「寄与率（attribution）」の課題）。このように手法論としての

課題はあり、広く実用化するにあたっての障壁や実用後に新たな課題が生じるの原因になっている。 
第三に、ロジックモデルはその特徴上、作成時に参加者の主観性や恣意性が生じやすい。社会的インパクト評価は、

参画型の利点として、アイディアの共有、活動の前提（仮説）の特定、チームビルディングやコミュニケーションの

有効性、「政策や事業」のデザインや改善により効果的な活動を実施できる点で有効性があげられる。一方、こうした

特徴を有するがゆえに、「政策や事業」ごとに特定のステークホルダーの参加で評価手法を構築していくことになり、

状況によって結果が異なることがある。また、対象とする社会的な課題ごとにロジックは異なることから、「政策や事

業」間の比較ができないという課題を有する。さらに、ロジックモデルの作成自体が目的化したり、形骸化したりす

る可能性もある。そのため、参加型の評価手法自体の意義、有効性を活かしながらも、標準化や要素のディメンジョ

ン（特性・次元）を整理しておくことが課題になる。 
第四に、一度、ロジックモデルが構築されるとアウトカムの測定に注力しすぎるあまり、実質的な改善が見られな

い可能性も指摘されている。マックス・フレンチ(2022)(41)は、「アウトカム重視のアプローチは、真の改善を犠牲にして、

パフォーマンス測定のゲーム化を促進する(41)., pp.107」とその弊害を指摘している。具体的には、社会的インパクト評価

が、ソーシャルインパクト・ボンド、業績連動型民間委託に活用される場合、「政策や事業」の主体は、短期的な報酬

とペナルティを意識せざるを得ず、結果として長期的なアウトカムにつながらない可能性を論じている。その代替の

手段として、SDGｓや Well-being といったムーブメントに対し、アウトカム指標を長期的な協力関係の構築に利用し、

より包括的な参加型の協働フレームワークを構築し、ガバナンスに利用とすることを提唱している(41)。「公平を中心に

据えたコレクティブ・インパクト」の中で提起された戦略も同様の課題意識のもとに提起されているともいえ、社会

的インパクト評価における長期的なアウトカムの達成にむけた枠組みの検討の重要性は高まっているといえる。 
 

 
図 2：ロジックモデルと社会的インパクト評価 

社会的インパクト評価の範囲

投入資源
（イン
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社会的課題

対象となる
主体

活動・アクティ
ビティ

成果（アウト
プット）

社会的インパクト（アウトカム）

短期（受益者
便益）

中期（受益者
の変化）

長期（社会的
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「政策や事業」
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（３）ロジックモデルと変化の理論 
ロジックモデルの基盤となる変化の理論（the Theory of Change、以下 ToC）は、メドウズら(42)のシステムダイナミクス

理論を起点に、コレクティブ・インパクトの文脈で展開している点に留意が必要である。ストロー（2015）(26)は、「線

形の変化の理論（ToC）よりもシステム的な変化の理論（ToC）が優れている(26), pp.38」と主張、システム思考の重要性

を提起している。特に、社会的インパクト評価でロジックモデルを用いる際の課題として、必ずしも線形的な因果関

係ではないフローが起きうること、個別事業・組織の評価にとどまるため共創的な発展ではガバナンスしきれないと

いった点がある。この限界を理解したうえで、システム的なToCの論点を取り込むことでよりよい手法へと発展してい

くと考えられる。「公平を中心に据えたコレクティブ・インパクト」の戦略２「パラダイム、サービスに加えて、シス

テム変化に注力する」は、システム思考の重要度の認識によるものである。 
 システム思考とは、ストロー（2015, 邦訳 2018）では、「望ましい目的を達成できるように、要素間の相互のつなが

りを理解する能力(26), pp. 48」と定義づけており、それに基づき社会変革を説明するのがTcCである。一般的に社会的な

事象を分析する場合、専門家であっても線形の因果関係の基に解決策を検討することが多いが、実際の社会的な事象

は、非線形であり、時間的な遅れがある。そのため、従来的な解決策を検討すると、個々の課題に対して最適な解を

導き、実行することで、システム全体では最適にならず、かえって課題を悪化させるが起こる。逆に、システム全体

にとって良い行動が、効果が出るまでに時間がかかるために、中断することも起きうる。その事態が起きうるメカニ

ズムを理解するために、システム思考は欠かせない。 
特に、厄介な問題は、システム思考を用いずに解決策のロジックモデルを検討すると、要素間の相互作用を見落と

し、結果的に目的を達成することが難しくなる。そのため、優秀なリーダーや課題解決をするチームは、複雑にから

みあった課題の核心を特定し、構造のつぼ（レバレッジ）と要素間のフィードバックループ図を描いていく必要があ

る。 
ただし、それらは、個人や特定の専門家が利用し、システムの構造を描くのではなく、むしろステークホルダーが

システム思考への理解を深め、対話と協働のもとに創り出すものである。そのプロセス自体が、厄介な問題の解決に

むけたチームのキャパシティの強化につながり、社会的課題を共創的に解決する礎となる。そして、その際にシステ

ム思考での課題の理解をするうえで欠かせないが、デザイン思考と連動した集合知を活かすことも同時に重要である(43)。

ストロー（2015）(26)の言葉を借りると「人々が求める洞察とは、多様な視点を十分取り入れるだけの複雑さと、人々が

理解し行動に移せるだけの単純さ、この両方を兼ね備えたもの力(26), pp. 164」がシステム思考による変化の理論に求めら

れる要件となる。 
こうして専門家とステークホルダーで作成したシステム図をもちいた変化を起こすには、2 つの区分があるとされる

(44)。ひとつは、自己強化型のフィードバックに基づいたもので、成功を増長させようとするものであり、もう一つは、

バランス型フィードバックに基づいたもので欠陥を修正して目標を達成しようとするものである。そして、その成果

を評価するためには、現実的な目標を設定する、明確な重要指標と測定基準を決める、短期と長期を区別して考える、

多角的な側面から結果について探求する、継続的な学習に努める点を強調している(26)。 
ここで整理している変化の理論は、社会的インパクト評価のロジックモデルの作成と多くの点で類似するものの、

測定する要素間のシステム解析を念頭に置いている特徴が重要であり、かつ普及のためには困難さを伴う。要素間の

関係が必ずしも単純な因果関係にならないことは、明白であるが、その構造・メカニズムをシステム的に解明し、理

解を醸成することは容易なことではない。そのため、デザイン思考によってステークホルダーのもつ多角的な要素を

抽出し、システム思考を用いて、時系列も含めた関係性として整理する手法が重要になる。 
 
 
４．地域資本の理論 
 
（１）地域資本と関連する理論 
第 3章で述べた社会的インパクト評価を有効に活用するため、評価要素を統一したディメンジョン（特性・次元）と

して記述するために、地域資本のコンセプトを用いる。なお、改めて本論では、地域資本を「地域の課題解決を遂行

する際、各セクターが限られた資源・リソースの中でガバナンスしていくストックとフローを活用するケイパビリテ

ィ」と定義する（(45) (46)を参考に著者らが定義）。 
地域資本の議論は、国内では社会的共通資本(47)から本格的な議論が始まり、人間開発指標(48)、新国富論(49)、ローカ
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ル・サステイナビリティの評価論(50)の文脈で論じられ、実践的にも活用されてきた。広範な分野で応用されている中、

本論では、コミュニティに着目し、包括的な知見の整理を目指すことから、Community Capital Framework（以下、CCF） 
(51) (52)で分類している自然資本、財務資本、人工資本、人的資本、社会関係資本、文化資本、政治資本、デジタル資本を

手掛かりとする。Nogueira and Ashton et, al.(2019) (52)は、CCFを用いてアメリカのオーガニックムーブメントにおける資

源循環を社会学的に分析した研究を発表しており、地域づくりにおけるCCFの有効性を提起している。 
加えて、地域資本と関連する議論として、国内の地域づくりを対象に進みつつある研究群、地域資本と類似する概

念として新国富指標、企業の統合報告フレームワークがあるため、それらの知見の重要性も指摘しておく。 
国内での地域づくりを主題とした研究として、例えば、倉坂(53) (54)は、基礎自治体の自然資本・人工資本・人的資本・

社会関係資本を地域資本として位置づけ、2040年の未来カルテとして、各種統計や現地調査の結果を投影する方法を用

いている。その他、地域産業(55)、地産地消(56)、観光(57)といった地域資源の活用策として地域資本を位置づける研究も萌

芽している。里山資本主義(58)に端を欲した、地域再生に関する研究も活発化している(59) (60)。これらは、内発的発展論、

地域の主体性といった中央-地方の構造からの反省からうまれた流れを汲み、特に、社会関係資本の観点からの分析が

特徴的である。資本に関する定義、それを活用した解析手法は、田中（2021）(61)で整理されている。 
新国富指標は、新国富を「現在を生きる我々、そして将来世代が得られるであろう福祉をうみだす、社会が保有す

る冨の金銭的価値」と定義し(62) (63)、自治体スケールの地域資本の分析をしている。福祉をwell-beingととらえており、広

い意味での人々の幸福を目指すものであり、GDP の代替指標となることを意図している。この概念は、ストックとし

ての新国富では、人工資本、人的資本、自然資本に分類し、そこから生産、新国富の運用益を通じてフローとして消

費、投資され、現在と将来世代の豊かさを記述している。また、資本へのフィードバックを持続可能性の指標と位置

付けている点が特徴的である。国際機関での採用もあり、国・都道府県・市町村での分析に応用されており、まだ途

上であるものの、実務的にも計測手段といえる。また、地域の状態を測定する手法として、sustainability assessment (64) (65)、
地域QOL (66) (67)、ローカルSDGｓ(68)の研究蓄積もあり、それらの知見も考慮する。 
企業の国際統合報告フレームワーク(69)は、財務資本，製造資本，知的資本，人的資本，社会関係資本，自然資本の 6

つを用いた評価手法を提示している。企業会計の文脈で発展してきたこともあり、定量化と規格化に重きをおいてい

る特徴を持つ。従来、企業は、財務資本に関しては、会計を通じてステークホルダーに開示してきた。しかし、CSRか

ら始まり、現在の ESG（environment, social, governance）投資の一般化を受けて、製造資本、知的資本，人的資本，社会関

係資本，自然資本の開示と、それら非財務情報を用いて、財務資本提供者にいかに中長期にわたる価値創造を提供で

きるのか、を説明することを目的とする。なお、企業価値は、Olson モデル(70)など定量的に測定可能な指標であるため、

これら資本を説明変数とした実証分析が数多くなされ、報告されている(71)。 
以上、4 つの地域資本に関する研究群のレビューから、地域を構成する資本を表３に整理した。マックス・フレンチ

(2022)(41)が指摘するように、より広範な参画を用いるうえで SDGs のムーブメントを活かすことは重要である、SDGｓが

一般的に認知されるようになり、指標と SDGsとの関係づけをする既往研究(37, 72-74)も増加している。これらは、ステーク

ホルダーとの共通理解を目指す点で重要な役割を果たす。また、地域循環共生圏は、ローカル SDGs とされることもあ

り、実務的にも重要な視点となる。地域資本の要素と SDGs の目標と指標との関連づけることで、地域の社会的課題を

明示し、さらには基盤として、地域資本の蓄積と価値の形成をアウトカムの要素・指標およびそれらの連関として関

連づけることの意義は大きい。そのために、本論ではまず表３において環境・経済・社会のトリプル・ボトムライ

ン・アプローチ(75) (76)で分類した。 
4 つの研究群を比較し、特徴を記述する。コミュニティ、地域づくりに着目する研究では、自然資本を重要視し、そ

のうえで、人間の経済活動、社会的な活動を位置づける傾向がある。一方、新国富論は、元が GDP による国の評価に

対する問題意識から提唱されているため、まず人間の経済活動を評価したうえで、自然資本の重要性を提起する論調

である。さらに、企業活動においては、ステークホルダーにとって財務情報が最重要な報告事項であり、そのうえで、

企業価値と関連のある非財務情報が資本として位置づけられている。自然資本が企業の IR 報告に掲載されることは非

常に重要だが、まだ企業価値の創出との関連を明確にする手法の開発と普及が途上であり(77)、経営者および投資家にと

っては、優先順位が十分高くないことが推測される。 
本論では、地域共創による価値連鎖メカニズムの分析を目的としている。その対象は、公民連携による「政策や事

業」になる。具体的な対象として中心市街地活性化、再生可能エネルギー施設の建設、廃棄物処理・リサイクル施設、

地域循環共生圏に資する施設の構築などハード整備を含みつつ、地域共創によるコレクティブ・インパクトの創出を

期待する事例である。よって、ここでいう地域は、「政策や事業」が実施される行政区内を指し、そこに立地する各セ
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クターのステークホルダーが主な対象となり、コミュニティの視点から地域資本を検討する。そのため、Nogueira and 
Ashton et, al.(2019) (52)におけるCCF (51) (52)の8つの資本の記述を基に、他の地域資本に関する論点を適宜、参照しながら、

その定義と概要を整理していく。 
 
 

表３：各研究群における資本の項目 
 CCF 地域資本 新国富論 統合評価フレームワ

ーク 
1 自然資本 自然資本 人工資本 財務資本 
2 財務資本 人工資本 人的資本 製造資本 
3 人工資本 人的資本 自然資本 知的資本 
4 人的資本 社会関係資本  人的資本 
5 社会関係資本  社会関係資本 
6 文化資本 自然資本 
7 政治資本  
8 デジタル資本 

＊緑が環境、青が経済、橙が社会を表している。 
＊注：順番が優先順位を表しているとは限らない。 

 
（２）各資本の概要、特徴と要素 

前節で整理したように、CCF の枠組みを基盤に、地域資本を自然資本、財務資本、人工資本、人的資本、社会関

係資本、文化資本、政治資本、デジタル資本の8つの視点に分類する。そうすることで、図４の示すようにディメンジ

ョン（特性・次元）を整理し、融合的な価値連鎖のメカニズムを分析する基盤とする。 
そして、各研究群でも論じられているように資本のストックとフローを明示的に分けて記述する。つまり、地域資

本は、現状としてストックされている状態を表すことに加え、ストックおよび外部からの投入資本に応じたフローを

「政策や事業」にインプットすることができるモデルとする。Nogueira et, al.(2019) (52)は、地域のステークホルダーへの

関心を抽出するための質問項目として、ストックについては、何が（What）で質問し、フローについては、どのよう

に（how）、どこで（where）を質問することを試みている。この分類をすることで、地域の強みと弱み、持続的な地域

資本の投入の可能性、内発的な地域資本と外部の資本の関係を分析することができる。CCF に基づく地域資本の定義

を表４に整理する。ただし、地域資本は様々な文脈で提起されている概念であるため、補完すべき枠組みや概念をあ

わせて併記している。 Nogueira et, al.(2019) (52)の CCF は、コレクティブ・インパクト同様に、硬直（リギッド）な概念

ではなく、今後の社会的な動向や研究の深化にあわせて、変化していくものである。 
「政策や事業」は、内部のみで完結するものではなく、外部資本として、外部のステークホルダーや彼らが持つ資

本を活用する必要がある。コレクティブ・インパクトの特徴のうちの文脈では、「政策や事業」および関連する活動の

「1. 共通のアジェンダ」、2. 共通の測定システムを持ったうえで、地域の内外のステークホルダー間の信頼醸成と実際

的な協働を促す、3. 相互強化の取組みや「4. 継続的なコミュニケーション」が重要な役割を果たす。「5. “バックボー

ン”組織」がこの機能にあたり、地域共創による「政策や事業」の取り組みを支えるコアなステークホルダーの集ま

りが基盤となる。 
 そのうえで、地域のステークホルダーが主体となり、地域資本と外部の資本を投入し、長期的なアウトカム、すな

わち共通のアジェンダに向かい、資本を増強、蓄積し、再投資していく循環・スパイラルを創出することが地域共創

によるガバナンスの特徴となる。その際に、地域資本を測定し、評価するための研究基盤を整理していく。 
地域資本の具体的指標群をここで示す。自然資本は、生態系の供給サービス、バイオマス、温室効果ガス排出量、

大気汚染、水質汚染、廃棄物、エネルギー―、水、栄養素・ミネラル、生態系サービスなどがある。この中で、温室

効果ガス排出量は、他の指標と比較して、脱炭素化の文脈からの重要度は大きくなる。今後は、温室効果ガス排出量

の削減、つまり脱炭素化は政策の上位目標にあり、そのほかの地域資本がどのようにその達成に貢献するか、あるい

は逆に脱炭素化が他の地域資本にどのように影響するかが大きな研究課題になるだろう。 
次に経済的な地域資本では、財務資本として、直接的な財務資本、外部から得る財務資本があり、そこから「政策
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や事業」に投入した資金がフローとして位置づけられる。製造資本は、法人の有形固定資産、無形資産、住宅資本、

公共セクターの社会資本が含まれる。 
社会的な地域資本では、社会的関係資本では、ネットワーク、互酬性、信頼性が指標となることが多い。人的資本

では、民間企業では、ISO30414（人的資本に関する情報開示のガイドライン）に則り、コンプライアンスと倫理、人材

にかかわるコスト、ダイバーシティなどの項目を公表する方向性が示されている。地域の文脈では、一組織で測定で

きないことから、応用が求められる。文化資本は、文化施設、教育、芸術活動といった項目が重要になる。政治資本

では、市民の教育と参加による意思決定を促すようとして、知識、政策決定メカニズム、政治的リテラシー、政治へ

の信頼、政策起業家（political entrepreneurship）などの項目がある。デジタル資本は、データプラットフォーム、スマ

ートシティといったハードウェアを伴うソフト支援に加え、知識の一般化されたマニュアルとかガイドラインなどオ

ープンに利用な項目も含むことでより網羅性を持たせることができる。 
 

 
図3：8つの資本のストックとフローおよび外部の資本との関係 
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表４：地域資本の概要 
 André Nogueira et al. (2019) 参照 今後に参照すべきコンセプト 

ストック フロー 
自然資本 再生可能、非再生可能を問わず、天

然資源を指す。また、動物相、植物

相、およびそれらの生命維持システ

ムも含む。 

様々な活動による種の成長率等への影

響、採掘や再生する栄養素や構成物の

変化はどの程度で、どこで生じるの

か？ 

 新国富論 
 自然資本プロトコル 

財務資本 他の種類の資本の資源における生産

力のこと。アクセス、所有、取引が

可能な通貨の形で翻訳された個人や

企業の資源や資産が含まれる。 

財政的サービスをどのように、ど

こで提供できるのか、収入と支出

を考慮したマネーフローがどのよ

うに、どこに生じるのか？ 

 国際統合報告フレームワー

ク 
 

製造資本 すべての material goods（有形財）。

物理的なインフラ、道路、工芸品、

機械など、人間が作った要素も含ま

れる。 

利用されているインフラ、生産・

消費される製品とサービスは、ど

のように、どこで生じるのか？ 

 OECDのマニュアル 

社会関係資

本 
アクター間の職業的・社会的なつな

がり。パートナーシップやコラボレ

ーション、非公式な集まりなどが含

まれる。 

形成されたパートナーシップとコ

ラボレーション、社会的な集まり

の機会を支援するイベントや活動

は、どのように、どこで生じてい

るのか？ 

 田中(2021) (61)ほか 

人的資本 個人が自分の well-being（幸福）を

生み出し、管理する能力や能力のこ

と。個人の健康、知識、スキル、モ

チベーションなどが含まれる。 

人的資源のストックをどのよう

に、どこでエンゲージするか、ま

た個人のパフォーマンスをどのよ

うに定義するか？ 

 新国富論 
 国際統合報告フレームワー

ク 

文化資本 社会的慣習に内在する、あるいはコ

ミュニティによって取り入れられた

価値観や信念のこと。また、民族

性、精神性、遺産、伝統、日常の慣

習なども含まれる。 

価値観と信念を表す日常の実践や

兆候、新たなグローバルな潮流に

取り組む個人と組織をどのよう

に、どこで生じるのか？ 

 ブルデュー(78)ほか 

政治資本 意思決定の方法や権力の分配を決定

する組織内の構造。階層性、包含

性、公平性、透明性、アクセス、参

加が含まれる。 

政策の推進や意思決定がどのように、

どこで生じるのか？ 
 D Schugurensky （2000） 

(80)、M.ミントロムほか 

デジタル資

本 
デジタルインフラとデータ。デジタ

ルプラットフォームをはじめ、デー

タの収集・分析・保存の仕組みなど

を含む。 

デジタル資本のストックに含まれるイ

ンフラ、データの蓄積がどこで、どの

ようになされるのか？ 

 Ragnedda, M. (2018)ほか 

 
 
５．地域共創による価値連鎖メカニズムの分析にむけた理論的枠組み 
 ここまでコレクティブ・インパクトの枠組みを補完する形で、社会的インパクト評価および地域資本のうち特にCCF
の概要をレビューし、関連する要素を記述してきた。本章では、それらを包括的に統合させ、地域共創による価値連

鎖メカニズムを分析し、ガバナンスする枠組みを図4に提示する。 
 まず、コレクティブ・インパクトにおける「共通のアジェンダ」と社会的インパクト評価の長期的アウトカムの関

係を論じる。「共通のアジェンダ」は、定性的な項目も含めて「測定可能」なものであることが求められる。多様な主

体が参画することから、そのアジェンダは、ステークホルダーが地域の社会的な課題として強く認識し、それが改善

された状況を測定することが求められる。一方、ある「事業と政策」の社会的インパクトを評価する際、参画者たち

は、長期的なアウトカムを「共通のアジェンダ」とし、それぞれの組織において、特定の期間にリソースをインプッ

トし、アウトプットをし、実施後にアウトプットを測定する。そのアウトプットがアウトカムとどのように影響を及

ぼすかを主にロジックモデルをシステム思考で組み立てることで分析、評価、可視化する必要がある。また、それら

が地域の文脈（コンテキスト）と乖離しないようにデザイン思考による協働フレームワークを構築していく必要性が

ある。その際に、ステークホルダーの主観と客観的測定結果の分析の両立が大きな課題である。そのために統一した

ディメンジョン（特性・次元）を考慮した地域資本を導入することで、要素間の価値連鎖を分析する枠組みとして提

示している。 
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まず、地域の状況を把握するために、地域資本として、自然資本、財務資本、人工資本、人的資本、社会関係資本、

文化資本、政治資本、デジタル資本の観点で把握することは、いくつかの利点がある。まず、地域の内発的な状況を

考慮しうる可能性がある。先行的に研究が進む新国富指標に代表される資本と価値の分析は、統計量によるものが主

となり、それゆえに要素間の影響を統計学的に分析することが主となり、内発的に要素間で誘発される動機やドライ

バーを特定することは難しい。地域資本の測定自体は、同様の課題を有するが、コレクティブ・インパクト、社会的

インパクト評価、変化の理論との融合を意図することで、その緩和が期待できる。 
また、地域資本のストックとフローの双方を念頭に置くこと(49)で、現状としてストックされている地域資本の中から、

状況に応じたフローを「政策や事業」等にインプットするモデルを提示することができる。そして、長期間の「政策

や事業」を記述し、ステークホルダー間で共有することが可能になる。さらに、図３の点線で示すように対象初期（t
期）に地域資本をインプットした場合、ある期間（T 期間）の「政策や事業」で活動がなされた結果、次期（t＋T 期）

のストックが変化する。その変化分は、次年度のインプット時に再投資されるため、より大きなアウトカムへとつな

がる可能性がある。こうした価値連鎖のメカニズムを記述することで、より地域にとって望ましい資源配分をするこ

とを支援できる。 
例えば、地域資本のストックが低い状態では、社会的インパクトをもたらすことは困難なため、外部の資本に頼る

か、まずは地域資本のストックの修復が優先課題となる。一方、既存の「政策や事業」により望ましいアウトカムが

生じてくると地域資本のストックに好影響をもたらすため、循環的なプロセスをうみだし、インプットできるフロー

の量も増えてくる。そうなると、もともとのストックで投資した地域資本が、「政策や事業」を通じて、価値を向上さ

せ、その分を次期に再投資が可能になる。このように地域資本のコンセプトを導入することで、社会的インパクトを

コレクティブに与え続け、価値を連鎖させるメカニズムの分析ができる枠組みを提示できる可能性がでてくる。 
なお、研究者の立場からは、参与者および専門家・参画者の役割を果たしていく必要があり、その困難さを理解し

ておく必要がある。コレクティブ・インパクトのうち、(1)共通のアジェンダ、 (3)活動の相互強化、(4)継続的なコミュ

ニケーション、(5)バックボーン組織に、当事者として参加することとなる。一方、(2)共有された評価システムに関す

る知見としては、客観性な評価とステークホルダーの主観を調整役として、特に主体的な役割が期待される要素であ

る。工学的、経済学・経営学的な評価手法は、特定の範囲における主に客観性を保証することができるが、ステーク

ホルダーの集団的な主観を反映させるには、参加型の評価手法を取り入れる必要がある。そこで重要になるのが、社

会的インパクト評価の方法論であり、その統合的なディメンジョン（特性・次元）として地域資本の知見を活用する。

それにより、自身の専門性をもとにした評価とステークホルダーの主体性を促す評価の双方にコミットメントするこ

とで、コレクティブ・インパクトの参加者となりうる。 
 

 
図4：地域共創による価値連鎖メカニズムのガバナンスにむけた枠組み 
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６．結論 
 
 本論では、コレクティブ・インパクトの枠組みを基盤に、社会的インパクト評価および変化の理論、地域資本をレ

ビューすることで、地域共創による価値の創出、連鎖のメカニズムを分析し、ガバナンスする枠組みを提示した。コ

レクティブ・インパクトが提唱されて10年がたち、研究と実践の蓄積が進み、その課題と可能性が明確になる中、社会

的インパクト評価との統合やその課題の緩和としてのシステム思考による変化の理論、デザイン思考による地域を利

活用しているステークホルダーの知見と経験を客観的に測定する地域資本の活用の意義を論じた。データと地域の文

脈（コンテキスト）を統合するには、科学に基づく工学・経済学的な方法論とコミュニティの参加型アプローチの双

方が有益であり、なおかつステークホルダー間で両面の知見の共有が継続的な参画や枠組みの形骸化の緩和に役立つ

といえる。また、地域資本のコンセプトを導入することで統一したディメンジョン（特性・次元）で要素を整理する

ことで、ステークホルダーの主観と客観的な変化の道筋を分析、共有する可能性を示すことができた。 
 しかし、本論でのナラティブレビューは、理論的な論点の整理とコンセプト間の統合を試みているが、各分野の成

熟も途上であり、枠組みとして確立していくには、課題も多い。まず、コレクティブ・インパクトは、提唱されて10年
たち課題と可能性が論じられているが、大きな枠組みとしての有用性は確認できるものの、実践的な検証にむけた研

究を続けていく必要がある。データと地域の文脈（コンテキスト）による枠組みの柔軟性は、学術的には普遍性の観

点から評価が分かれると思われる。柔軟性を加味した枠組みを理論的に精査していき、実践による改善・改良を進め

ることが重要といえる。 
次に、社会的インパクト評価は、いまだ実践面では課題が多い。特に、歴史的にNPMと連動した発展を見せている

が、特に国内の公的セクターにおいては、参加型アプローチによる「政策や事業」の実施は、まだ緒についたところ

であり、今後、汎用的なガイドラインの策定と実用面でのノウハウの蓄積の両面で学術セクターに期待が多いといえ

る。また、コレクティブ・インパクトとの統合の面からは、その差異やシナジーの可能性といった検討は十分になさ

れておらず、今後の課題となる。 
さらに、地域資本については、本論ではコンセプトの整理にとどまっているが、具体的に測定可能な項目を抽出

し、統一したディメンジョン（特性・次元）で記述することが課題になる。また、それぞれの資本間のシナジー関係、

トレードオフ関係など、要素間の関係を分析することで、システム思考による変化の理論との統合にむけた重要な研

究課題となる。 
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